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■論　文

国民健康保険制度形成過程における
医療利用組合運動の歴史的位置
――岐阜県小鷹利村を事例として

高嶋　裕子

課題と分析視角

Ⅰ　小鷹利村の経済と産業組合

Ⅱ　小鷹利村における医療利用組合の生成・展開・転換

Ⅲ　岐阜県における広区医療利用組合連合会の生成と県連合会への統合

Ⅳ　国民健康保険制度と医療利用組合　－まとめにかえて－

課題と分析視角

本稿は，医療利用組合運動の国民健康保険制度形成史上における歴史的位置を明らかにすること

を課題としている。

国民健康保険制度が労働者以外の広範な勤労者層を対象とした生活問題－医療問題への対応であ

ったことから，形成史の分析にあたっては，支配層の動向のみではなく，また労使関係という枠を

越えて，分析の対象を勤労者層へ，地域へと広がりをもたせる必要がある。昭和恐慌期を前後して

医療に関する「上から」の動向として内務省無医村調査とそれへの対応，社会局の国民健康保険法

成立があった。また「下から」の動きでは，地域の相互扶助である「定礼」への注目が集まったこ

と（１），無産運動としての「実費診療所」開設（２），産業組合による医療利用組合運動など社会改良

の実践があった。国保法制定過程では，政府，官僚以外にも医政界，経済界等の者を構成員とした

研究会によって国保法の研究が行われた（３）。本稿では，これら社会改良の動きのうち，地域にお

ける医療利用組合の動向に着目して国保制度形成過程を明らかにし，医療利用組合運動の「下から」

の国民健康保険制度形成推進の位置を検討する。

国民健康保険制度形成史研究は社会保障研究のなかでは蓄積が少ない分野である。国民健康保険

制度形成史を正面から扱った研究として，佐口卓『国民健康保険－形成と展開』が挙げられる（４）。

a 井上隆三郎『健保の源流筑前宗像の定礼』西日本新聞社，1979年ほか。

s 鶴岡操『医療経営と其社会化』巖松堂書店，1937年ほか。

d Anna Abitova「国民健康保険法案の構想にかんする研究－1937年秋に国保問題を採り上げた三つの団体を

中心に」『現代社会文化研究』No.23，2002年。

f 佐口卓『国民健康保険－形成と展開』（以下『国保』）光生館，1995年。
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佐口の研究も含めて，従来の研究においては医療利用組合に関する議論では，医療利用組合運動は

国保法制定の一背景におかれ，国民健康保険法（昭和13年，法律第60号）制定過程で論じられるの

が主流であった。その背景には，もっぱら国保制度を「上から」の下降浸透過程として捉える見方

があった（５）。そこでは医療利用組合の地域医療提供者としての実態が明らかにされておらず，そ

の評価が十分に行われていない。佐口の国保制度形成史のなかでは，医療の社会化としての医療利

用組合運動は「国保成立によって終わりをとげた」（６）とされているが，それには国保制度が直営

の医療機関をもたないことを原則とし，「国保は上からの社会化としての医療費の軽減にしかすぎ

なかった」（７）という評価があるからである。国保法と医療利用組合の関係については，国保法が

代行組合設立の条件として医療機関を有することを挙げたことが強調されるべきで，佐口の研究は

これを見落としている。実際に医療利用組合が国保法施行以降も医療機関の経営を継続していたと

いう事実があった。国保法と当時の医療制度が開業医制を前提としていたことは確かである。しか

し，佐口も指摘するように，国保法は医療利用組合運動を「抑圧的ではないにしても柔軟に国家統

制につつみ」こむものであり（８），医療提供者としての医療利用組合の存在もまた完全に排除され

ることはなかった。国保代行組合は当初制限的，補完的な位置におかれたが，徐々に国家統制が強

化される過程が明らかにされなければ，国保制度自体の本質が解明されたとはいえない。

国保法の制定過程の分析により，医療利用組合運動を「下から」の動きとして積極的に評価しよ

うという試みがいくつかある。その一つとして，農業史の分野では豊崎聡子論文が挙げられる。

「国保法の制定を後押ししたのが，総力戦体制であったとはいえ，それは農民自らの医療に対する

要求，つまり医療利用組合運動に呼応するもの」であり，「恐慌期にその根源を求めるべきである」

として（９），医療利用組合運動を国保法制定の前段階と位置づけた。この解釈は，農業史研究にお

いて農民運動の社会改良実践を評価すべきことを指摘したものであり，「下から」の運動を「上か

ら」の国保法制定との関係において明らかにしたものである。しかし，分析時期が国保法制定まで

であり，具体的な政策の実現に際しての国保代行組合の関与は明らかにされていない。

国保法と医療利用組合の関係については，戦時体制を準備する過程で農民の健康状態，生活状態

悪化の把握の下に，戦時動員のために「下から」の動きを取り込まざるを得なかった支配体制の矛

盾が，具体的な政策としてどのように展開したのかという視角から明らかにされる必要がある。医

30 大原社会問題研究所雑誌　No.564／2005.11

g 国保法制定の「上から」の政策意図として農民の医療問題対策，健民健兵政策の側面が強調される傾向で

あった（佐口『国保』。池田敬正『日本社会福祉史』法律文化社，1986年。菅谷章『日本医療政策史』日本評

論社，1977年）。加えて，菅谷は賀川豊彦の国保法成立過程の発言に依拠して，国保制度実施以後も医療利用

組合の軽費診療の存在意義があったとした（菅谷『日本医療制度史』原書房，1976年，210頁）。川上武は小

作争議を背景に大衆思想対策としての国保法制定意図を強調するが，医療利用組合については国保法制定過

程の代行問題の限りで論じている（川上『現代日本医療史』1966年，419頁）。

h 『国保』21頁。

j 『国保』24頁。

k 『国保』21頁。

l 豊崎聡子「恐慌期農村医療の展開過程－医療組合運動から国民健康保険法へ」『農業史研究』35号，2001

年。
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療利用組合運動を「下から」の動きとして評価しようというもう一つの代表的な試みとして，社会

政策論の立場で，相澤與一が，国保法が民衆側の動きに対応するものだったかが明らかにされてい

ないことを問題として，医療利用組合運動を分析する意義を述べた（10）。相澤は，当事者の記録を

材料に批判的に分析したという点で，運動当事者の自主的性格を強調する資料を効果的に用いた。

昭和恐慌期に小作争議が激化し，弾圧が強化されるなかで，農村の医療窮乏が一層深刻化し，まず

自主的な医療運動が求められた。相澤は，この状況のなかでの自主的な取り組みの一つとして，無

産者診療所運動，医療利用組合運動の意義を認めた。しかし，具体的な医療組合運動の展開と国民

健康保険代行問題の検討を運動推進者による著作に依拠したために，主として国民健康保険法制定

過程における政治的な関与を「下から」の動きとして把握するに止まらざるを得なかった。こうし

た結果を導いたのは，中央の運動推進者の著作そのものが，医療利用組合運動の政治的影響力を重

視する傾向にあり，実際に地域における社会改良，医療提供の実践者であった側面が見落とされて

いるからである。医療利用組合運動の歴史的意義を，国保法制定時の政治的な対応としての評価の

みに止めることは，社会運動としての医療利用組合運動の位置を低い評価のうちに止めることにな

る。すなわち，政治的側面と医療提供の実践者としての医療利用組合運動を統一して評価しておく

必要がある。さらにいえば，「下から」の動きとして医療利用組合運動を位置づけるのであれば，

むしろ強調されるべきは国保法実施にあたって国保組合普及の一翼を担う基盤が，国保法制定以前

の昭和恐慌時にすでにあったことであり，実際の医療利用組合の事業，国保代行組合の事業内容と

その性格が明らかにされる必要がある。すなわち，「御用組織」となった産業組合中央会等の動向

よりも，むしろ医療利用組合を組織する地域の個別組合の動向に着目し，それらが「上から」の方

針をいかに受容し，地域医療の提供に具体的にいかに影響したかについて注意が払われるべきであ

る。

こうした当事者の記録等を検討する研究方法に対して，医療利用組合の個別事例を実証的に検討

したものとして，青木郁夫の初期医療利用組合の研究に注目しておきたい（11）。青木の一連の研究

は，「歴史に埋もれた」初期医療利用組合の医療史上の位置を明らかにすることを課題としたもの

である。分析対象を地域に下ろしていくことで，医療利用組合の医療提供者としての側面，社会改

良の実践者としての側面を再評価し，地域で運動を具体的に計画し実践した人々が存在したことを

明らかにしたものと読むことができる。しかし，医療利用組合運動の医療史上の位置を確認すると

いう意味では，国保制度形成との関連においてみておく必要がある。

以上のことから，本稿では医療利用組合の機能と実態を地域医療提供の具体的な展開の中で明ら

かにし，「下から」の動きである医療利用組合の発展の段階性と国民健康保険代行組合との関係に

ついて再検討する。分析時期をひとまず，国保法制定の時期を経て国保代行組合として設立するま

でとし，国保代行組合設立以降の分析は別稿で取り上げることにしたい。本稿は，国民健康保険制

度形成史上に医療利用組合運動を位置づけるための序論である。
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¡0 相澤與一「1930年代日本農村の医療利用組合運動と国民健康保険法の成立」『経済学研究』59巻5･6号，九

州大学経済学会，1994年。

¡1 青木郁夫「初期医療利用組合の諸相（上）」『阪南論集社会科学編』24巻2号，1988年ほか。
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具体的には，岐阜県小
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（現飛騨市）を事例として検討していく（12）。岐阜県小鷹利村を事

例とした理由を述べておきたい。国民健康保険制度形成過程に医療利用組合運動を位置づけるには，

地域における医療提供との関連をみておく必要，国保法成立を前後して生成した医療利用組合と国

保代行組合の動向に注目する必要がある。そのため本稿では，生成時期としては比較的後発地域で

はあるが，地域医療提供との関係をみるために農山村地域であり，かつ国保代行組合事業の追跡に

適当な地域として岐阜県を事例として取り上げることにしたい。そのうち，小鷹利村を事例とした

理由は，医療提供に着目して長く政府の無医村対策の外に置かれていたこと，国保法施行の初年に

国保代行組合の指定を受けたこと，以上の二点である。

Ⅰ　小鷹利村の経済と産業組合

小鷹利村は，岐阜県の北部の吉城郡西南に位置し，昭和初期には戸数約550戸，人口約2,800名の

規模であった。交通では，1934年に開通した高山線の飛騨古川と飛騨細江両駅のちょうど中間に位

置した。民有租地のうち田4.3％，畑2.5％，山林92.0％等が占め，95％の世帯が農業を主業とした

が，耕作地の約50％は他村の地主が所有し，小作農家約10％，自小作農家が50％であった（13）。全

戸の89％が養蚕業を，38％が牧畜業を副業として営み，製糸業に従事する出稼ぎも収入源の多くを

占めたが（14），製糸関連産業自体の衰退に直面し村の経済に影響が及ぶことを余儀なくされた（15）。

農村工業は，1935年から産業組合を中心に奨励され，ホームスパン及び大根漬の工場，共同作業

所等が設けられ軍需輸出品の生産拡大が行なわれた（16）。1938年の村内の生産総価格をみると米

52.9％，繭21.2％，沢庵17.6％，木炭2.9％，薪木2.8％等であった（17）。

1934年の小鷹利村「経済更生計画」樹立と実施の結果として小作農家率は若干減少したが，急激

な減少は1938－40年の自作農創設以降であった。産業組合岐阜支会は，1941年に「小鷹利産業組合

が町村地主の所有地を特に地主の諒解を得て５町歩の買戻しに成功」したと報告した（18）。もとも

と小鷹利村は，吉城郡，岐阜県の中では比較的小作農家率が低かったが，それは必ずしも農家経営

32 大原社会問題研究所雑誌　No.564／2005.11

¡2 小鷹利村は，1956年に古川町，細江村と合併し古川町となった。さらに2004年には古川町，神岡町，宮川

村，河合村が合併し，現在は飛騨市。小鷹利産業組合の医療事業を素材とした小説として，橋本英吉の小説

『小鳥峠』非凡閣，1944年。本小説を歴史的に検証したものとして，大野政雄「小説《小鳥峠》と小鷹利産業

組合」飛騨郷土史学会誌『飛騨春秋』375号，高山市民時報社，1992年。

¡3 「健民特別地区指定申請書に附すべき現状調査書」小鷹利村役場『健民施設』。以下の小鷹利村役場資料は

全て2003年9－10月，2004年4月に行なった古川町調査資料による。以下の資料名と出典中「小鷹利産業組合」

「小鷹利信用販売購買利用組合」を「小産組」，「小鷹利村役場」を「役場」，「国民健康保険」を「国保」，「産

業組合」を「産組」と略記。

¡4 各年版『岐阜県統計書』。

¡5 小産組青年連盟「農村とわが産青連」『岐阜県産業組合』139号，1936年，協同組合経営研究所。以下の

『岐阜県産業組合』（以下『岐阜』）は協同組合経営研究所蔵書（岐阜県歴史資料館寄託）。

¡6 岐阜県編『岐阜県史資料編近代四』（以下『近代四』）2003年，13－14頁。

¡7 「国保組合事業内容調査事項」役場『国民健康保険書類』（以下『書類』）。

¡8 「時局と産組」『近代四』461－470頁。
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が良好であることを反映するものではなかった。吉城郡の耕作地規模別戸数は，５反未満と５反以

上１町未満のものが大部分を占めた。所有地規模は５反未満が過半を占め，５町以上１町未満と１

町以上３町未満までであった。５町以上を所有していた地主層の存在は，自作農創設が進むとその

割合を減少させ，地主－小作関係による農村支配体制は稀薄となったと考えられる（19）。

昭和の町村合併以前の小鷹利村には11の部落があったが部落ごとに農会を組織しており，また小

鷹利産業組合にも加入していた（20）。小鷹利産業組合は1909年に設立され，「第一次産業組合拡充五

ヶ年計画」の方針により，1934年に保証責任化と四種兼営化を行なった。産業組合加入率は1923年

に93％，1937年には99％であった。事業規模は，信用事業中心から購買事業を拡大し「五ヶ年計画」

以降は四種兼業事業が定着していった（21）。

岐阜県では1935年までに23町村に62の負債整理組合が設立されたが（22），その後も農家一戸当り

負債額743円と見込まれた（23）。県は農村負債整理事業拡充計画により，1936年度より３年間の間に

実施する負債整理事業計画書を町村に提出させ（24），小鷹利村は1938年に部落単位で負債整理組合

を設立した（25）。小鷹利産業組合は，1927年「自作農創設維持資金貸付規程」，1928年「米価維持資

金融通の件」，1930年「不況救済資金融通の件」，1931年「高利負債整理貸付規程」，1933年「負債

整理規程」，同年「農村振興委員設置規程」，1934年「生産改良奨励に関する件」を制定し，1936年

には岐阜県自作農資金の償還確保を期して「自作農創設組合規約」が総代会で決議された（26）。

小鷹利村の農業，経済においては産業組合の影響力は大きく，産業組合加入率が産組拡充計画の

目標である全戸加入を比較的早期に達成した。また，小鷹利村の一つの特徴として，戦時体制下で

自作農創設が早くから進み，地主－小作間の対立が少なかったことが挙げられる（27）。以上のよう

なことが，医療利用組合の生成・展開・転換の過程を方向づけることになる。
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¡9 各年版『岐阜県統計書』。

™0 岐阜県では1930年に県内農家戸数の47％が農業基礎団体に加入，1940年には団体活動強化等で91.3％が加

入。小鷹利村では1940年までに13団体が設立，農家戸数90.7％が加入。岐阜県農会『岐阜県の農業基礎団体

第7号』1931年。同『岐阜県の農業基礎団体13号』1940年。

™1 岐阜県経済部産組課各年版『産業組合要覧』（以下『要覧』）。

™2 坂井武雄「農村負債整理の現況」『岐阜』130号，1935年。

™3 浅野高洲「農村負債整理及農村金融改善事務の産組課移管に就て」『岐阜』150号，1937年。

™4 「11農第1832号昭和11年6月29日農村負債整理事業拡充計画に関する件各市町村長各産組長宛通牒」『岐阜』

140号，1936年。

™5 『要覧』。

™6 役場『組合規程及重要決議事項』（以下『規程』）。

™7 岐阜県は産業組合が早期に普及し，また加入率が高かったことで知られている。同県東濃地区，飛騨地区

では産業組合拡充計画実施以前の1930年に産業組合加入率が郡平均で80％を超えていた。これらの地域は，

1920年代から小作争議，小作関係訴訟がなかったことも一つの特徴である。岐阜県の小作争議については以

下を参照している。坂井好郎『日本地主制史研究序説』御茶の水書房，1978年，314頁および同『地域産業構

造の展開と小作訴訟』御茶の水書房，1998年，144－145頁。
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Ⅱ　小鷹利村における医療利用組合の生成・展開・転換

１．昭和初期における医療利用組合の創始

医療利用組合の存在が広く知られる契機となったものとして，社会局による農村の医療問題の調

査，1927年頃の岩手，秋田，青森での単営医療利用組合の展開，1931年の東京医療利用組合設立，

1933年の全国医療利用組合連合会の結成，医師による「反産運動」が挙げられる（28）。賀川豊彦は

実費診療所と医療利用組合の差異について次のようにいう（29）。実費診療所は，「医師会による医療

単価の決定権の独占に対する単価低下の運動」であった。これに対し，産業組合の医療利用組合運

動は「医療自由競争脱却」の必要を求めるもので，病院と患者の間に「有機的組織」がないことを

問題とし，患者が「口をさしはさむ権利」を獲得することを目的とした。同時期の農林省全国農村

調査は「農村民は我等の診療機関を持ちたい」との声が強く，医師会との契約診療に不満を訴えて

いる者が相当に多いとした（30）。すなわち，賀川は医療制度そのものの改善を求めるという意味で

医療利用組合運動を位置づけた。また，農林省の調査結果は医療制度改善の声が挙がってきたこと

を強調したものである。

しかし，それよりむしろ農村医療に直接大きな影響があったのは，無医村で医療提供を行なった

という事実であった。岐阜県では，明世信用販売購買利用組合が1928年に無料診療所を開設したほ

か，下川信用販売購買利用組合が1931年に下川病院を基盤に医療利用事業を行なった。全国的な医

療利用組合の開設と岐阜県内の動きを受けて，小鷹利産業組合は1934年５月の総代会で利用事業の

開始を決定し，従来１名であった村産婆を１名増員するため年額250円を村に助成することを決議

した（31）。

２．「経済更生計画」と医療利用組合の生成・展開

（１）「経済更生計画」と医療事業

1930年の豊作飢饉，翌年および34年の東北・北海道での大凶作，さらに農業恐慌の影響によって

農村は未曾有の打撃をうけ，各地で小作料減免と小作地引上げ反対の小作争議が起こった。32年に

は五・一五事件が起こり，社会不安はさらに深刻の度合いを増した。こうした背景の下に，農業政
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™8 「反産運動」は，1933年から翌年にかけて産業組合拡充五ヶ年計画の実施が進んだことを背景に，特に商

業分野で商権擁護運動として各地で起こった，産業組合に対する反対運動である。その特殊事例として，医

師会が医療利用組合の設立に反対する運動が各地で起こった。医師による「反産運動」は，初期には病院，

診療所の開設反対運動として，国保法制定過程では国保代行組合問題として，また国民健康保険制度施行後

は医療利用組合医師の健康保険医指定問題として，商業分野におけるそれよりも長期に亘って組織的に展開

した。

™9 賀川豊彦「実費診療所と医療組合」『岐阜』114号，1933年。

£0 「国保組合今後の設置方針は農村経済更生運動と合流」『医事衛生』（以下『医事』）8巻38号，1938年，

1391頁。

£1 「村産婆助成に関する件」『規程』。
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策の基本的な目標は，農民諸階層，在村地主層の生活安定により農村社会の動揺を阻止し，社会不

安の解消を図ることであった。それには農村の各種農業団体の役割が不可欠であった。経済更生計

画の自力更生の大号令は自治体を下降して伝達され，それによって下部組織である町村と産業組合

の関係は密接になった。小鷹利村の経済更生計画は，産業組合の中心人物が主に関わりをもって進

められた。

1936年の「第二次産業組合拡充三ヶ年計画」は，「五ヶ年計画」より具体的に，大衆化のための

都市産業組合の普及の外，医療利用組合と各種保健共済施設の拡充を重要事項とした。産組岐阜支

会の「三ヶ年計画」は，農事実行組合との連携の下で医療利用組合を拡充し「無医村の絶滅，医療

の完璧，医療費の軽減，受療機会の普及を図り，保健共済施設の実施，其の他各種保健施設の拡充

と相俟ちて国民保健の増進」に努める方針を示した（32）。同年の『岐阜県産業組合』誌は，自力更

生運動の実際化には「医療設備の完備こそ農山村民中小商工業者にとって緊急」として連合会組織

による医療利用組合設立を奨励した（33）。

（２）小鷹利村における医療利用組合の生成・展開

小鷹利産業組合は1933年に産組信包事務所，農業倉庫，共同作業所，肥料配合所を新築開設し，

翌年の利用部の開設と同時に第二農業倉庫，第二作業所を新設した。後に医療利用事業創始と国保

組合設立に直接関与した小鷹利産業組合の中心人物，円山兵吉はこの年に専務理事に昇進した（34）。

軍需輸出産業では羊毛加工場，早出沢庵加工場を設けた。小鷹利産業組合の医療事業は，経済更生

計画，産組拡充計画の一環として他の利用事業の開始と並行して行なわれた。

小鷹利産業組合では，1934年７月の臨時総代会において「組合診療所業務規程」が定められ，診

療所医師を日本赤十字社岐阜支部斐太病院院長水野に嘱託することを決めた。また，同総代会で組

合窮民救恤規程を定めた（35）。「小鷹利村隣保協会」は，乳幼児と母性の保健衛生思想の普及・保護，

教化矯風，救済保護人事相談所開設を行なった外に，経済保護では農繁期共同炊事実施，授産事業，

副業指導，生産資金貸付などの事業を行なったが（36），財政的な基盤に欠け充分に補償するもので

はなかった。1934年７月20日より「小鷹利信用販売購買利用組合窮民救恤規程」の実施を決定した。

規程では，「窮民と称するは小鷹利村税戸数割額平均額の４分の１以下のものにして生計困難と認

むるもの及不慮の災厄に逢ひ一家興亡の窮況にあるもの」とし，救恤方法としては米価の補償供給，

学用品無償供給，医療費の補償として組合診療所における医療費の半額または全額を補償するとし

た（37）。これは，当該期の産業組合の事業が防貧を目的とした生活問題の解決，相互扶助の仕組み
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£2 「岐阜県第二次拡充三ヶ年計画」『岐阜』1937年。

£3 飛騨天壽生「必要迫る医療設備」『岐阜』140号，1936年。

£4 「円山兵吉履歴書」役場『国保組合許可申請書』。円山は，1938年には岐阜県国民健康保険委員および岐阜

県国保組合連合会委員，1939年に小鷹利村負債整理委員，1941年に岐阜県農地委員，岐阜県国保組合連合会

理事，岐阜地方社会保険審査会委員。役場『履歴書』。

£5 「臨時総代会議案昭和9年7月19日」役場『総代会会議録』（以下『総代会』）。

£6 「小鷹利村隣保協会会則」『規程』。

£7 窮民救恤事業のための資金には当該年度損益金を当てていた。「窮民救恤規程」『規程』。
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を含むようになったことの一つの動向として注目される（38）。

1934年８月には岐阜県に診療所開設許可申請を行ない，９月に県衛生課長が来村し，診療所の設

置に関する指導を受けた（39）。翌年７月に再度診療所開設許可申請を行ない，８月２日診療所開設

許可指令，同月27日県衛生課長の指導を受けた。こうした準備を経て1935年９月１日には新築され

た産業組合信包事務所二階に直営診療所を開設して医療事業を開始した（40）。このことは，地域の

住民にとっては長年の間の「無医村」状態からの解放を意味した。

診療所は，開設当初は偶数日の午後に診療を行い，大高医師のほか，随時高山市の赤十字病院よ

り専門医を招いた。看護婦兼助産婦は毎日勤務し，診療所のある信包に宿泊した（41）。12月には診

療所拡充経費が確保され，管理者は黒澤医師に嘱託して診療回数を増やした。また総合病院開設の

要望が吉城郡内の産業組合からあり，計画の委員に指名された。総合病院開設までの期間内は組合

病院を経由すれば，赤十字病院で入院・外来診療を２割引で受けられるよう契約を行った。診療所

への往来が不便な東部方面へは往診診療の場所を確保する手続きを行った外，貧困者には無料診療

を行うことを確認した（42）。「診療所業務規程」は，組合診療所は月５回以上開設する外に，小学校

児童，青年会員，処女会員，軍人分会員及び一般健康診断の為にも開設し，急病患者に対しては往

診に応じることを盛り込んだ。診療所料金は，普通診察料は無料，往診料は実費とし，その他に手

術を要するものや立会診察については，薬剤，検査，手術処置によって異なる技術料を定めており

（43），利用者は診療費の定額一部を負担するものであった。1936年４月には，診療所に助産婦を設置

し保健事業を強化した。「助産婦設置規程」は資力のないものに料金を減額又は半額免除，利用料

徴収方法は診療所の規程に準じるとした（44）。以上のように，小鷹利村の医療利用事業は医療費負

担による経済問題と医療の地理的偏在問題の二つを解決するものであり，また専門医と病院での診

療に対する医療費の軽減も行ったことは，医療内容を配慮したものであったといえる。

小鷹利産業組合の医療事業は，1940年まで岐阜県『産業組合要覧』に報告されている（45）。1938

年の国民健康保険代行組合設立を機に，診療所は代行組合へ移管したが，その後も医療利用事業は

続けられた。産業組合中央会および1933年に設立された全国協同組合保健協会では，産業組合の行

なう医療事業として信用，販売，購買事業における医薬品，保健材料などの事業をあげている。小

36 大原社会問題研究所雑誌　No.564／2005.11

£8 佐口は，国保法がその条文で相扶共済の精神を強調した理由を，国民健康保険自体の性格に求める。すな

わち，「医療問題や社会問題について，国民自身が，自発的に地域を単位とする住民の相互扶助組織をつくり，

そこで医療問題を解決するというように意識させようとしたものである」とする。一見してみれば，地域保

険の説明をしているように思われるが，実はこの時期の農山漁村経済更生運動，産業組合拡充運動も同義の

スローガンで国家によって醸成されたものであった点に注意が払われるべきである。佐口『国保』6頁。

£9 「昭和9年事業報告」『総代会』。

¢0 「昭和10年事業報告」『総代会』。

¢1 「昭和10年9月1日役員会事項」役場『役員会決議録』。

¢2 「昭和10年12月20日役員会事項」『役員会決議録』。

¢3 「診療所業務規程」『規程』。

¢4 「助産婦設置規程」『規程』。

¢5 『要覧』。
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鷹利医療利用組合の事業報告は，医療に関する購買，販売事業は，他の信用，販売，購買，利用事

業と同じ枠内で報告されているが，診療所，医師等の施設および人的利用に関する事業については

「医療利用組合」という別枠が設けられて報告された。医療利用組合の事業収入の大部分は利用料

徴収で賄われ，医療事業のために出資金を集めることはなく，医療事業収益をあげることもなく，

またそれを目的としたものではなかった。

３．医療利用組合の転換　－国民健康保険代行組合の設立と普及－

（１）国民健康保険法の制定と国民健康保険代行組合設立の動き

国民健康保険法は，恐慌期の農村匡救策として研究され，戦時体制下で「健兵健民」政策の一環

として法制度化が促されて成立した。国保制度は一般国民を対象としたが，その重点は農山漁村に

おかれた（46）。社会局は政府が国保法で代行組合を認めた理由について，農山漁村の医療施設経営

の経験と訓練を経ており，地方の実情に適合すると認めたからであると説明した（47）。

医療利用組合を国保代行組合とし国保組合普及を図ろうとする方針は，農林省と国保代行組合の

実施団体となる町村医療利用組合のものだけではなかった。1937年に，産組中央会は「戦時に於け

る医療利用組合の活動に関する件」について各支会宛に通牒を発した（48）。これには，国保法成立

を前に医療利用組合の普及を図ることで一定の影響力を示しておく意図があった。中央会農村保健

問題委員会は「農村保健運動促進要綱」を発表し，産業組合拡充「三ヶ年計画」の保健に関する事

項の実施と各種保健施設普及強化をその運動の目標としたが，加えて国保事業実施に当たって代行

希望組合選定の具体的内容も含んでいた（49）。県産組大会では，こうした中央の意向を受けて次の

決議を行なった。「農山村事情に鑑みるに国民健康保険組合は多年相互協同の訓練を積み来れる産

業組合がその事業を代行することによりて初めてその完全なる遂行を期待し得る」（50）。

保険院社会保険局は，1938年度国民健康保険事業普及計画について普通国保組合の設立を原則と

し，代行は普通国保組合の設立困難な場合に認める等の方針を示したが，加えて設立許可する組合

の「被保険者総数は特殊の事情なき限り大体１万人乃至１万５千人程度」とし12月末までに達成す

るよう通知した（51）。岐阜県はこれを受けて，初年度には被保険者１万から１万５千人の加入を目

標に計画した（52）。「上から」の普及計画は画一的に一定の方向性を示したが，すでにある医療利用

組合の代行組合によって国保組合普及を図るか，あるいは普通組合のみで国保組合普及を図るかは

37
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¢6 森荘三郎「国民健康保険に就て」『産組』373号，1936年。

¢7 清水玄「国民健康保険法の実施に就て」『産組』391号，1938年。

¢8 「戦時に於ける医療利用組合の活動に関する件」『産組』383号，1937年。

¢9 「国保組合代行を目標として産組の保健運動愈々積極化」『医事』8巻21号，1938年，747頁。

∞0 「国保は産組に代行させよ」『医事』7巻21号，1937年，710頁。

∞1 「社発第584号昭和13年6月2日 保険院社会保険局長 地方長官宛 本年度国保事業普及計画に関する件」『書

類』。

∞2 政府は国保組合設立予定計画として10年間で国保の対象者の6割－2,560万人を被保険者とする計画を公表。

初年度50万人，第一年度累計150万人，第三年度300万人，第六年度に計画の過半数を達成する壮大な計画だ

った。船木康行『開業医と国民健康保険』日本医師会出版部，1938年，216－217頁。
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地方自治体の裁量に任された。

全国医療利用組合協会からは，広区単一組織の組合は代行困難のため，「区域内の有力なる町村

産業組合をして」代行組合の設立をするよう通知があった（53）。さらに８月には「全国の有実格医

療利用組合は凡て代行」を望んでいることを明らかにした。また，「代行の申請をなさしむべき組

合の選定に関する事項」として，町村単位組合で医療利用施設を有し代行条件にかなうもの全部お

よび連合会所属で優良な数組合を選び，申請するよう通知した（54）。

（２）国民健康保険代行組合設立と国民健康保険組合の普及

小鷹利産業組合は総代会の議決を経て（55），1938年７月に「国民健康保険法第54条の許可申請書」

を提出し（56），10月25日に国保事業代行が許可された。申請書提出後の1938年８月に岐阜県より

「国民健康保険組合設立に関する件」として次のような通知があった。国民健康保険組合設立につ

いては「国庫補助金交付の関係上多数町村の組合設立を許さざる現状」にあり，今年度の組合設立

は次のものに限定して許可する。一町村区域を地区とし世帯主の８割以上が組合加入すること，事

業の設備が良好で町村当局と当該組合との関係が円満なこと，医療施設経営の経験と訓練を経たも

の，医療施設は当該法人自体の施設する診療所に限定せず広くその地方の医師，歯科医師，薬剤師

その他の医療機関を指定する方針で被保険者に対して自由選択を取計らうこと（57）。これに対し，

小鷹利村では世帯主549名中547名が加入，1935年以来診療所経営が順調，吉城郡内医師と歯科医師，

日本赤十字病院医師と契約，代行組合事務所を村役場内に設置すると回答した（58）。

社会保険局国民健康保険課調べでは，岐阜県で1938年11月１日までに国保法施行前に国民健康保

険類似組合が設立された土岐郡大湫村普通組合，国保代行組合として小鷹利村の２組合が設立され

た外，普通組合４組合と代行組合1組合が設立される見込みであった（59）。1939年には岐阜県の国保

代行組合の先駆となった小鷹利村で「国民健康保険事業促進研究会」が産組岐阜支会の主催で行な

われ，益田郡，大野郡，吉城郡の各々二つの産業組合からの出席者があった（60）。また県内で黒川

泰一の「医療組合の経営」，「医療制度調査会経過報告」の講演会等が行なわれた（61）。1940年には

県内に国保組合が17組合設立され，1941年11月までに65組合が設立された。そのうち小鷹利村，朝

日村，大八賀村，宮村，小坂町，上枝村，清見村，明世村，坂上村，国府村，上原村，坂下村，細

江村，阿曽布村，河合村，船津村，白川村の17組合が四種兼営産業組合による代行組合として設立

された（62）。岐阜県では，すでにある地域医療提供者の医療利用組合を積極的に活用して国保組合
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∞3 「医第21号昭和13年6月7日全国医療利用組合協会国保実施に関する件」『書類』。

∞4 「医第21号昭和13年8月11日全国医療利用組合協会小産組宛国保代行状況調査の件」『書類』。

∞5 「総代会議案」『規程』。

∞6 「国保法第54条の許可申請書」『規程』。

∞7 「13社第3222号昭和13年8月11日学務部長小鷹利村長宛国保組合設立に関する件」『書類』。

∞8 「発第2396号昭和13年8月15日岐阜県学務部長宛小鷹利村村長国保組合設立に関する件回報」『書類』。

∞9 「国保組合普及状況」『医事』8巻47号，1938年，1749頁。

§0 「国保事業代行促進研究会」『岐阜』174号，1939年。

§1 「第1回医療組合研究会於土岐郡瑞浪町昭和病院」『岐阜』1939年。

§2 岐阜県学務部社会課「岐阜県国保組合一覧表」および「昭和17年岐阜県国保組合連合会総会」役場『国民

健康保険訓示通牒調査報告参考書類』（以下『訓示』）。
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普及計画を実現させ，国保制度施行三年度普及目標を上回る112％，被保険者112,498名 への国民健

康保険普及を達成した（63）。

小鷹利村国保代行組合は，大野郡医師会，高山市医師会，岐阜県歯科医師会，村内産婆と契約を

結び（64），これによって医療を受けるものが３割以上増加したと報告した（65）。小鷹利産業組合の事

業報告によれば，国保法施行前の1938年度には利用者431名，延利用者2,430名であったが，施行後

の1939年度には利用者3,010名，延利用者4,381名と顕著に利用者が増加している（66）。

小鷹利村の医療利用組合創始は産業組合拡充計画，経済更生計画の一環として進められた。医療

事業は，医療費負担の経済的問題と医療提供者として医療の地理的偏在の問題の二つを解決するも

ので，地域医療提供に無視できないものとなった。他方，協同組合としての医療利用組合事業は収

益を得ることが目的ではなく，組合員の医療施設共同利用を目的とする限定された「社会政策的施

設」で，組合員による出資，経営，利用によって性格づけられるが，こうした経営経験は国民健康

保険法形成過程で一定の評価を受けることになる。

岐阜県では，町村単位の医療利用組合は国保代行組合として国民健康保険組合の普及に対する影

響力を無視できないものとなった。それは，地方自治組織と強く結びついたものであったこと，ま

た「無医村」対策として一定の効果を地域住民に示したからであり，そのことが前提条件となり国

保代行組合設立への転換を方向づけた。

Ⅲ　岐阜県における広区医療利用組合連合会の生成と県連合会への統合

従来の研究では，当事者等の記録と統計資料の分析から全国的にみた医療利用組合の組織形態に

着目して，町村単位の産業組合が四種兼営事業のひとつとして行なった医療事業，広区単営医療利

用組合，町村産業組合を基盤とした連合会組織が行なう医療利用事業の三形態がある。そして，こ

れに医療利用組合の発展の段階性もみることができるとされてきた（67）。しかし，この組織形態に

よる発展の段階性と国保代行組合としての医療利用組合との関係は十分に整理がされていないよう

に思われる。そして，かかる見解からは国民健康保険制度形成史における医療利用組合運動の歴史

的位置を，国保制度普及過程を含めてトータルに論じることができない。

１．医療利用組合の連合会組織への改組

産業組合中央会は，1937年頃から医療利用組合の組織基盤を強固とするため岩手県の県単位広区
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§3 宮脇倫『国民健康保険の日本的性格』日本医師会，1941年，53－55頁。

§4 細渕美代冶「国保事業代行産組の全国的概況」『産組』408巻，1939年。

§5 「14社第4466号昭和14年9月22日学務部長 小産組長宛 国保組合の成績調査方の件に対する回答」および

「発第1016号昭和14年9月24日岐阜県学務部長宛小産組合長国民保険組合の成績調査の件回答」以上『訓示』。

§6 『要覧昭和13年版』1939年，55－56頁，『要覧昭和14年版』1940年，40－41頁。

§7 黒川泰一，高橋新太郎ら産業組合中央会の指導者は，医療利用組合の発展の段階性を医療利用組合の組織

形態の変容に求めた。こうした見方は，研究史のうえでも通説的理解となっていた。例えば，青木前掲論文，

相澤前掲論文を参照。
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連合会組織をモデルとして，地方の実情に応じて町村単位医療利用組合は郡区域以上の連合会に改

組，市街地での単営利用組合設立と全戸加入促進を進め，段階的に道府県連合会を目指し改組する

ように指示した（68）。同時期の農林省の医療利用組合指導方針も，広区単営組合より四種兼業の連

合会組織改組におかれた（69）。

医療利用組合の連合会への組織統合は，もともと総合病院を経営する広区医療組合への「反産運

動」への対抗から出発したが，広区単営医療利用組合の事業運営上の問題を解決する目的もあった

（70）。すなわち，四種兼営医療利用組合では医療事業の出資金を集めることがないのに対し広区単営

組合では新たに出資金を集める必要があり，組合員は何重もの出資をする必要があった。そのため，

広区単営組合が広く普及した青森，岩手，秋田では，医療機関が存在する都市部だけでなく，かつ

ての無医地区でも組合加入率は必ずしも高くはなかった。これに対して連合会組織は単位産業組合

が集まって構成され，この問題を解決する目的があった。

町村における医療利用組合設立，医療利用組合連合会の病院開設は「反産運動」のために遅滞し

ていた。1937年に長野県知事からの国保法案成立後の医療利用組合の取扱いに関する照会に対し，

農林省は指導方針が変わらないことを回答した。また地方長官宛通牒では医療利用組合の開設許可

が遅延していることに遺憾の意を示した（71）。

２．岐阜県における広区医療利用組合連合会の展開

岐阜県では，町村単位医療利用組合の設立と広区単営連合会組織による医療利用組合設立が同時

期に行なわれた。医療利用組合連合会は二つ結成され，1937年設立土岐医療利用組合連合会昭和病

院，1938年設立飛騨医療利用組合連合会久美愛病院があった。このうち，飛騨地区は飛騨高地が広

がる地域で主産業は農林業であり，副業として養蚕業が営まれた。飛騨医療利用組合が区域とした

大野郡，吉城郡，高山市では農業者の８割以上が産業組合に加入していた。また，東濃地区は美濃

三河高原が広がる地域で，土岐医療利用組合連合会が区域とした土岐郡，恵那郡でも農業従事者の

８割以上が産業組合に加入した。このうち，土岐郡では陶器の生産量が多く，工業，商業従事者の

産業組合加入率も５割以上であった（72）。

土岐郡医組連合会宮地鈴一は，多額の固定資本を必要とすること，開業医の反対の二つを医組設

立が困難な要因として挙げる。開業医の猛烈な反対運動は地方で次のように具体化された。例えば，

「土岐郡××会」は設立反対運動として「組合病院の設立を阻止せんとする理由」というパンフレ

ットを配布した（73）。土岐郡医組連合会昭和病院開設のための協議は実に41回にも及び，開設許可

を得たのは1937年３月，開業は1938年５月23日のことであった（74）。他方，1938年には飛騨医組連
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§8 黒川泰一「組合医療事業の拡充強化」『産組』386号。

§9 「農林省の《医組》指導方針」『医事』7巻31号，1937年，1145頁。

¶0 高橋新太郎「産組による医療運動の動向」『産組』403号，1939年。

¶1 「《国保》の実施と《産組》の将来」『医事』7巻27号，1937年，1100頁。

¶2 ｢組合普及状況」『要覧昭和13年附負債整理組合』1939年。

¶3 宮地鈴一「土岐郡に於ける医療利用組合運動の発展事情」『岐阜』151号，1937年。

¶4 加藤昇「昭和病院設立経過の概要」『岐阜』159号，1938年。
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合会が設立され，久美愛病院開設許可の申請を行なった。しかし，「反産運動」のため，建設許可，

着工が遅れ，ようやく病院が開院したのは1939年10月２日のことで，設立構想が具体化して病院建

設許可申請を行なってから建設許可が下りるまでに要した期間は実に３年にも及んだ（75）。

この二つの病院が開業に至ったのは「反産運動」が終結したためではなく，国民健康保険法の実

施によって医師会との抗争に一定の妥協が生まれ，またそれが後押ししたという側面があった。産

業組合中央会は産業組合の組織力によって医療施設の新設拡充を図り，国民健康保険代行組合の認

可を得ようとした。中央会は，1936年度には前年度に比して連合会４，単位組合４の事業主体が増

加し，組合員は25万人増加して，１年間で350万人が医療利用組合を利用したと発表した（76）。また

1938年の『医事衛生』誌は，山口，三重，岐阜，群馬，栃木，千葉，静岡，山形に病院が開設され

たことを伝えた（77）。これらの地域は医療利用組合の普及については先進的な地域とはいえず，こ

の時期にはむしろ医療利用組合の展開が遅れていた地域での医療機関普及に中央会が力を注いでい

たものと考えられる。

３．医療利用組合の岐阜県信用販売購買利用組合連合会への統合

連合会組織は，既設単位産業組合をその構成要素とし，その目的は組織力の強化にあるが，他方

では医療利用組合の設立と事業を統制していこうとするものである。そのモデルとなった岩手県の

医療利用組合統制案は次のとおりである。①病院診療所の経営，②巡回診療班の派遣，③特殊診療

所の開設，④薬剤の配給，⑤医師の統制，⑥産婆看護婦の養成訓練，⑦経営当務者の教養訓練，⑧

互助施設の確立（78）。この岩手県の統制案は，1936年に県内９つの広区医療利用組合連合会が統合

することによって具体化された。

1939年頃に農林省は，早期に県連合会の形態をとった岩手県の事業の在り方をモデルとして，広

域化を図るとともに県単位連合会組織への移行を指導する。だが，単位医療利用組合がそれを真に

望んでいたわけではない。岐阜県では，県連合会への統合過程で産業組合中央指導者の方針に対す

る「下から」の抵抗があった。岐阜県信用販売購買利用組合への医療利用組合の統合までの経緯に

ついての小鷹利産業組合と飛騨医療利用組合連合会の例がこのことを示している。

まず，小鷹利産業組合の場合をみていきたい。岐阜県産組連合会は，県下の医療利用組合が「未

だ単位組合又は地方連合会の形態であって，此地方分散的な存在は統一的総合的発展性に欠くる」

として県連合会への統合を計画した（79）。1942年に開催された，医療利用事業県連合会統合に関す

る協議会に小鷹利村からは参加しなかった。これに対し産組岐阜市会より４月末までに意見をまと

めて報告し，５月の支会臨時総会に参加するよう通知があった。しかし，小鷹利村からは出席しな

かったため，翌日には別紙の「医療事業県統合案」に関して総代会を開催し早期のうちに返答する
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¶5 全国厚生農業協同組合連合会編『協同組合を中心とする日本農民医療運動史 前編：通史』（以下『通史』）

全国厚生連，1968年，352頁。

¶6 『医事』7巻38号，1938年，1384頁および『医事』7巻40号，1455頁。

¶7 「国保の代行を目指して医組全国に続々組織さる」『医事』8巻23号，1938年，836頁。

¶8 「医療利用組合は連合的に発展」『医事』5巻32号，1935年。

¶9 「昭和15年岐阜県産組情勢報告」『近代四』455－461頁。
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ように通知があり，統合が強行された。「統合案」の内容は，次のように強圧的なものである。単

位組合の経営する医療施設の全部を1942年５月31日を期して県連合会に譲渡すること，診療所のた

めに借入している土地，建物は統合と同時に県連合会に引き継ぐこと，嘱託医師，看護婦，産婆は

県連合会に引継ぐこと，譲渡の際の支出増加は単位組合の特別会計として当該組合の負担とし，配

当引当金，人件費等が必要となる場合は経費を年々県連合会へ寄附すること（80）。

次に，土岐医療利用組合連合会昭和病院，飛騨医療利用組合連合会久美愛病院の県連合会統合の

経緯をみてみよう。1940年に各産業組合の四種兼業化が進む中で，岐阜県信用購買連合会と同穀物

販売購買連合会が合同して保証責任岐阜県信用販売購買利用組合連合会が発足した。1941年２月に

井口産業組合課長が昭和病院に来院し，県下二つの組合病院を県連合会に統合するよう指導した。

昭和病院では，役員全員に異議もなく統合委員会を結成して研究会を開き準備を進めることになっ

た。しかし，久美愛病院については統合への動きが進捗しなかった。８月になって経済部長が再度

統合計画を提唱してから急速に進展し，1941年12月31日帳尻をもって統合することに決定した（81）。

久美愛病院が県連合会への統合に積極的に応じなかった事情について，当時の病院長 海野金一郎

が著書『飛騨の夜明け』で，次のような事情を明らかにしている。「飛騨医療組合病院は，最後の

最後までこの統合に反対し，抵抗し，そして敗北した」。「県連合会職員がしきりに病院を来訪」し

た頃には，「すでにこの統合案はほぼ九分通り出来上がっていたともいう。私たち組合病院職員は

もとより，何よりも組合病院設立に力を尽くした産業組合の理事たちはこれに抵抗した。」飛騨産

業組合連合会会長であった福壽滝蔵は，「飛騨の地域性を考え，飛騨医療利用組合病院の意義を信

頼する人で」この統合に抵抗した一人であったが，1941年１月の飛騨産業組合連合会第15回総会で

県産業組合課主事から福壽の解任通告があった。この人事の後，県連合会への統合は急速に進むこ

とになった（82）。こうして，地域性を考慮して統合に反対した飛騨医組連合会の主張は無視されて，

県連合会への統合は強行された（83）。統合を終えた岐阜県信用販売購買利用組合連合会は厚生部を

設け，久美愛病院と昭和病院は，「共に地域的特殊性に関する研究に精進し，以て医療報国の実を」

挙げていくとその抱負を述べた（84）。県連合会は，その後農村保健運動の統一的実施および統制機

関となる。

４．広区医療利用組合連合会と地域医療提供

飛騨医組連合会久美愛病院は福壽滝蔵を中心として設立された。開設の翌年に久美愛病院に赴任

した海野金一郎は，秋田医療利用組合病院，川添診療所に勤務した経験から，これをモデルとした
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•0 「産岐第222号昭和17年4月13日産組中央会岐阜支会 小産組長宛 医療利用事業県連合会統合に関する件」

『訓示』。

•1 『通史』349頁。

•2 海野金一郎『飛騨の夜明け』（以下『夜明』）農山漁村文化協会，1980年，169－175頁。

•3 昭和病院で県連合への統合が進捗した背景として土岐医療利用組合会長と岐阜県信販購利組合連合会副会

長が同一人物であったことがある。「常勤役員並部長略歴 加藤昇」浅野霞山『久美愛運動回顧録』浅野禮吉，

1968年，43頁。

•4 岐阜県信販購利組合連合会厚生部「《我等の病院》第1報」『近代四』533－535頁。
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医療活動を構想していた。無医村問題の解決は無医村個々を単独に対象としていては解決の永続性

は生まれない，そのためには農山村地区の診療所担当医師がつねに中央病院を指向し，中央は末端

に援助をする連合会組織によって支えられる「クモの巣型医療網」をつくる必要がある（85）。この

構想は，県連合会に統合されるまでに高山市内に設立した久美愛病院と，1940年設立の朝日村診療

所を拠点として，出張診療，巡回診療を行うという形で具体化され，将来は分院，診療所，出張診

療所，巡回診療所，保健婦駐在所，保健看護婦出張所の設置を企図していた。県連合会への統合に

抵抗したのは，「クモの巣型医療網」構想の実現を目指して行った医師はじめ医療活動を行った者

の声であり，また医療活動の中で聞いた農山村の人々の声でもあった。幸いなことに，この構想は

県連合会統合後も具体化され，1943年までに朝日村，大八賀村，上宝村，船津村，坂下村，宮村，

上枝村，河合村など10ヶ所に診療所が設置された（86）。これらの診療所は無医村問題を解決しただ

けではなく，他方では国民健康保険代行組合として認可を受けるための医療施設という役割を担い，

このうち上宝村を除く地域では1941年までに国民健康保険代行組合が設立され，飛騨地区の国民健

康保険組合普及の基盤となった。

県連合会への統合は，飛騨地区のように地域における医療提供に悪影響を及ぼさなかったわけで

はない。例えば新潟県佐渡郡の場合は，県連合会に統合することによって郡内に５ヶ所設置されて

いた診療所のうち２ヶ所が閉鎖された（87）。

Ⅳ　国民健康保険制度と医療利用組合　－まとめにかえて－

以上の分析から，経済更生計画，産業組合拡充計画の一環として生成された四種兼営産業組合の

医療事業は，医療提供者として医療の経済問題と地理的偏在の二つの問題解決を図るものであった

こと，また国保代行組合として国民健康保険制度普及の一翼を担ったことを明らかにした。こうし

た地域医療の具体的展開の中でみると四種兼営医療利用組合には連合会組織であったかに拘らず，

国保代行組合としての転換と機能面からみた展開があったことが確認できる。また，この分析から

医療利用組合運動は，国民健康保険制度形成過程における「下から」の推進の条件であったといえ

る。

1920年代の産業組合育成政策は，その後の経済更生運動から戦時農民統合へと推移する過程の前

提として理解される。産業組合の四種事業のうち利用事業は遅れており，農民層分解に対して十分

機能し得るものではなかった（88）。医療利用組合は，産業組合の他の利用事業と異なり，施設設備，

運営に多額の費用を要し，医師との契約を結ぶ必要があった。こうしたことから，1920年代に創始

した初期の医療利用組合の多くは限られた地域で生成し，経営等の限界から解消した組織が多く，
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•5 『夜明』27頁。

•6 『夜明』75頁。

•7 『通史』251－254頁。後に，医師不足等のため計４ヶ所の診療所が閉鎖された。『年史45年のあゆみ』佐渡

厚生農業協同組合連合会，1982年，307頁。

•8 加瀬和俊「1920年代における産業組合普及の意義とその限界－産業組合拡充運動の前提条件」『土地制度史

学』68号，1975年。
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永続性がなかった。1930年代の産業組合拡充五ヶ年計画，経済更生計画の一環として創始した四種

兼営の産業組合による医療利用組合は，産業組合の事業拡充とその基盤強化の下で展開していく。

地域によっては，国保法施行によって国保代行組合として医療事業を継続していくものがあった。

その一つが，本稿でとり上げた小鷹利産業組合である。小鷹利産業組合については，1923年にすで

に９割以上の産業組合加入率であった。言い換えれば，諸階層を動員する組織化がすでに行なわれ

ていたこと，また経済更生計画によって地方自治体との結びつきが強くなったことが，医療利用組

合の生成から展開へ，国民健康保険代行組合としての転換への一定の前提条件となった。

本稿では，岐阜県小鷹利村を事例として，国保代行組合設立までの経緯を確認した。ここで，小

鷹利村の全国，岐阜県の中での位置を確認しておきたい。まず，国民健康保険法第二次改正以前の

1941年末現在の国民健康保険組合設立数についてみてみたい（第１表）。京都，長野では100組合を

数え，山口，福島の順に設立組合数が多く，岐阜は第５位の設立数であった。これに対して，高知，
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道府県名
普通 特別 代行

合計
代行組合

道府県名
普通 特別 代行

合計
代行組合

組合 組合 組合 の割合％ 組合 組合 組合 の割合％

北海道 32 - ３ 35 9 滋賀 39 - 18 57 32

青森 62 - 1 63 2 京都 106 1 10 117 9

岩手 - - 29 29 100 大坂 9 1 - 10 -

宮城 22 - 5 27 19 兵庫 50 1 - 51 -

秋田 10 - 13 23 57 奈良 6 1 21 28 75

山形 58 - 3 61 5 和歌山 19 2 23 44 52

福島 84 - - 84 - 鳥取 20 1 3 24 13

茨城 20 - 2 22 9 島根 21 - 5 26 19

栃木 10 - 15 25 60 岡山 60 - - 60 -

群馬 18 1 6 25
ママ

24 広島 36 - 1 37 3

埼玉 13 1 - 14 - 山口 78 - 9 87 10

千葉 15 - 8 23 35 徳島 27 1 - 28 -

東京 13 1 - 14 - 香川 35 - - 35 -

神奈川 16 3 - 19 - 愛媛 42 - - 42
ママ

-

新潟 16 1 37 54 69 高知 8 1 - 9 -

富山 7 - 21 28 75 福岡 14 - 3 17 18

石川 38 - 9 47 19 佐賀 9 - 3 12 25

福井 20 - - 20 - 長崎 27 - 2 29 7

山梨 31 - 2 33 6 熊本 46 - 4 50 8

長野 116 - - 116 - 大分 23 - - 23 -

岐阜 46 1 20 67 30 宮崎 11 - - 11 -

静岡 15 1 39 55 71 鹿児島 10 - 2 12 17

愛知 17 1 3 21 14 沖縄 10 - - 10 -

三重 50 1 1 52 2 全国合計 1,435 20 321 1,776
ママ

18

第１表　国民健康保険組合の普及状況（1941年12月31日現在）

（出所）産業組合中央会『第14回産業組合年鑑』1942年，253－255頁。

注１）国民健康保険組合に占める国民健康保険代行組合の割合は，『第14回産業組合年鑑』の普及状況一覧表をもとに，高

嶋が計算して作成した。

注２）原資料の国民健康保険組合数合計が群馬，愛媛で誤っていたため計算して修正した。

そのため，全国合計も計算して修正した。
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沖縄，大阪，宮崎など10組合程度の府県もあった。中位値は28で，富山，奈良，徳島がこれに該当

する。代行組合は，全国で321組合が設立され，18％を占める無視できない数であった。また，府

県別に代行組合の数をみれば静岡，新潟，岩手の順で多かった。国保代行組合の割合についてみれ

ば，100％の岩手があり，また50％以上では，富山，奈良，静岡，新潟，栃木，秋田，和歌山が挙

げられる。また，代行組合が未設置の16府県を除けば，中位値は19であり，岐阜はそれよりも高率

の30％で，11位であった。

岐阜県では，1938年中に二つの国民健康保険組合が設立された。小鷹利国民健康保険組合と大湫

村国民健康保険組合である。二つの組合は，モデル組合として岐阜県における国民健康保険制度普

及促進に影響があった。小鷹利産業組合の事業報告には，県内外から多くの見学者が訪れたことが

記録されている。岐阜県では，1939年に４組合，1940年には11組合，1941年には35組合の国民健康

保険組合が設立されている。また，終戦までには315市町村に対し299組合が設立された。そのうち，

産業組合による国保代行組合は90組合を数えた（89）。代行組合か普通組合かの選択は，医療利用組

合の普及状況のほか，府県別，あるいは郡市別の対応に一因があったと考えられる。この点の詳し

い事情については，別稿で述べることにしたい。国民健康保険制度普及への産業組合，医療利用組

合の関与の仕方については，国保代行組合として直接的に国保事業に関与する外に，次のように間

接的に普通組合に関与する産業組合，医療利用組合があった。役員の兼務，組合員の募集，資金運

用上の連携，医療利用組合の医療機関との診療契約など（90）。本稿が事例とした岐阜県小鷹利村は，

国保代行組合として国民健康保険制度普及に関与した一事例である。

医療利用組合の普及は地方によって異なっていたが，それは医療利用組合が元来農山村の医師分

布の問題を解決しようとしたことにも起因している。この事実には，医療利用組合による国保代行

組合によって，全ての地域で国民健康保険組合を普及させることが不可能であるということと，医

療利用組合を無視しては農山村への医療普及を図ることができないという二つの側面があった。階

級的結合関係については，小鷹利村の医療利用事業は農民統合のために行なわれたというよりは，

むしろ農民統合の結果として，諸階層すべての問題である「無医村」問題解消のために行なわれた

ことを指摘しておきたい。また，国民健康保険代行組合への転換は医療利用事業の継続の一手段と

して自然な形で行われ，組合員はそれを自然な形で受容したものである。

従来は，医療利用組合には町村単位の産業組合が四種兼営事業のひとつとして行った医療事業か

ら，広区単営組合の登場，そして連合会への組織統合という発展の段階性があるとされてきた。こ

うした段階性は，組織統合の形態としては一定の筋道の通ったものであるが，四種兼営産業組合の

行なう医療利用組合には，国民健康保険代行組合としてのもう一つの展開があったことをつけ加え

ておきたい。連合会組織統合は医療利用組合運動の経営基盤の強化，運動の普及という面からみれ

ば，医療利用組合運動発展の一つの方向であったといえるが，もう一つは「上から」強圧的にもた

らされた総力戦体制の一環であったという側面を見落としてはならない。そのことを明らかにする
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•9 以上は，岐阜県『岐阜県公報』各年度版より集計。

ª0 全国医療利用組合協会「産業組合と普通国民健康保険組合の連携に関する調査」同『医療組合』4巻7号，

1940年，44－49頁。
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ためには中央の運動推進者の著作等を検討するだけではなく，地域に下りて個別事例を実証的に検

討する必要がある（91）。さらに課題としては，個別事例の積み重ねによって全国的な展開をみてお

く必要がある。こうした整理や分析とあわせて，国民健康保険制度形成の推進の「下から」の動き

として，地域医療の具体的な展開の中で医療利用組合の機能と実態を明らかにすることによって，

国民健康保険制度形成史上に位置づけることが可能になるのである。

昭和恐慌期以来の医療利用組合による社会改良実践は，国民健康保険法においては国民健康保険

代行組合として制限的に認可されて完全に排除されることがなく，国保組合普及に対して補完的な

役割を果たした。また，医療利用組合が国保代行組合として認可されるには医療機関を有すること

が条件とされたが，飛騨地区の多くの村では医療利用組合が存在することで，国民健康保険代行組

合の設立の条件である医療施設を有するという条件をクリアーして国民健康保険組合普及の基盤と

なった。以上のような点で，本稿でとり上げた岐阜県小鷹利村では，国民健康保険制度形成過程に

おいて医療利用組合運動が一定の推進の要因となったといえる。国民健康保険制度形成史研究は，

地域保険であったことからも，地域レベルにまで下ろして検討していく必要がある。本稿は，一事

例を取り上げたものに過ぎず，この個別事例から得られた知見を社会政策論の中に位置づけるため

には限界があり，一定の研究の蓄積を待たねばならない。

本稿では，岐阜県小鷹利村における国民健康保険代行組合の設立までの過程と，それに関連して

周辺地域の飛騨地区における国民健康保険制度普及への影響を中心にみてきた。戦時における国民

健康保険組合の普及と事業内容についてはさまざまな証言があるが，その具体的な実態が明らかに

されないままに，例えば「量的発展につれて，質的低下を来たした」（92）と総括されている。また，

国民健康保険法が「健兵健民」政策としてその制定を促されて成立したことから，このことが国民

健康保険制度自体の機能と同一視されることがある。あるいは階級的な統合を目的としたものであ

ったことが強調され，それが戦時動員体制の基礎になったという評価がある。しかし，そこでは概

して国民健康保険制度の具体的な機能が評価されておらず，近代的な社会制度である社会保険の導

入の意義が十分に検討されていないように思われる。別稿では，小鷹利国民健康保険代行組合の事

業を通して，戦時の国民健康保険組合の具体的機能をみていくことにしたい。

（たかしま・ゆうこ　金沢大学大学院社会環境科学研究科）
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ª1 本稿では，国民健康保険組合に占める代行組合の割合を1941年末のデータに依拠しているが，国保法第二

次改正以降も代行組合の設立があったことが確認される。その例として，1941年末には代行組合が未設立で

あった長野で，1942年11月以降に42組合に代行組合設立許可の見通しがあり，このうち23組合の設立が具体

化された。このことは全国的なデータから確認することはできず，地域に下りて個別事例を検討する必要が

ある。『長野県産業組合史昭和巻』不二出版，806－807頁および長野県『長野県報』各年度版。

ª2 国民健康保険協会『国民健康保険小史』同，1948年，42頁。
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